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地 域 貢 献 活 動

○当金庫の地域経済活性化への取組みについて

経　営　理　念

地 元 と と も に 使 命 の 発 揮

信用・信頼による健全経営

役職員の融和と人材育成

おります。また、金融機能の提供にとどまらず、文化、環境、教育といった面も視野に入れ、

　渡島信用金庫と地域社会

　“地域へ感動を”　そして未来へ

広く地域社会の活性化に積極的に取り組んでおります。

中小企業者や住民との強い絆とネットワークを形成し、地域経済の持続的発展に努めて

されている相互扶助型の金融機関です。

当金庫は、渡島・檜山管内および函館市・北斗市を営業区域として、地元の中小企業者や

住民が会員となって、お互いに助け合い、お互いに発展していくことを共通の理念として運営

地元のお客様からお預かりした大切な資金（預金積金）は、地元で資金を必要とするお客様に

融資を行って、事業や生活の繁栄のお手伝いをするとともに、地域社会の一員として地元の
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下図は、当金庫と地域社会の関わりを図解したものです。

地域のお客様・会員の皆様

地域のお客様・会員の皆様

渡島信用金庫
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1.預金積金に関する事項

4.貸出金に関する事項

2.貸出以外の運用に関する事項

3.今期決算に関する事項

5.取引先への支援等
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貸借対照表
(単位：百万円)

平成18年9月末 平成19年9月末 平成20年9月末 対前年同月増減額

貸 出 金 71,953 72,648 76,470 3,822

預 け 金 39,377 42,591 37,014 △ 5,576

有 価 証 券 6,855 6,836 6,565 △ 271

そ の 他 運 用 勘 定 186 186 186 -

現 金 1,587 1,917 1,795 △ 122

有 形 固 定 資 産 2,556 2,477 2,331 △ 145

無 形 固 定 資 産 5 7 16 9

そ の 他 資 産 923 1,217 1,687 469

貸 倒 引 当 金 △ 885 △ 1,453 △ 2,555 △ 1,102

資 産 計 122,559 126,428 123,512 △ 2,916

預 金 積 金 113,538 117,192 115,241 △ 1,951

借 用 金 - - - -

そ の 他 負 債 1,203 1,415 1,406 △ 9

負 債 計 114,742 118,608 116,648 △ 1,960

純 資 産 7,543 7,816 6,572 △ 1,244

当 期 純 利 益 273 3 292 288

負 債 及 び 純 資 産 計 122,559 126,428 123,512 △ 2,916

損益計算書
(単位：百万円)

平成18年9月末 平成19年9月末 平成20年9月末 対前年同月増減額

経 常 収 益 1,321 1,439 1,431 △ 7

業 務 収 益 1,321 1,439 1,431 △ 7

臨 時 収 益 0 0 0 0

経 常 費 用 934 1,422 1,108 △ 313

業 務 費 用 928 1,413 1,033 △ 380

臨 時 費 用 6 9 75 66

経 常 利 益 386 16 322 306

業 務 純 益 392 25 398 372

特 別 利 益 8 0 0 △ 0

特 別 損 失 0 4 0 △ 3

税 引 前 当 期 利 益 395 12 322 309

法人税・住民税および事業税 143 158 52 △ 105

法 人 税 等 調 整 額 △ 21 △ 149 △22 127

当 期 純 利 益 273 3 292 288

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸出金の内訳

製 造 業

農 業

林 業

漁 業

鉱 業

建 設 業

電気・ガス・熱供給・水道業

情 報 通 信 業

運 輸 業

卸 売 業 ・ 小 売 業

金 融 ・ 保 険 業

不 動 産 業

サ ー ビ ス 業

小 計

地 方 公 共 団 体

個人(住宅・消費・納税資金等)

合 計

有価証券の時価情報

うち益 うち損 うち益 うち損

そ の 他 有 価 証 券 5,892 132 138 6 6,001 90 99 8

株　　　式 74 51 52 0 86 50 51 0

債　　　券 5,817 80 86 6 5,914 39 48 8

そ　の　他 - - - - - - - -

(注)

　　　を計上しております。

　　2.　なお、満期保有目的の債券、子会社・関連会社株式に係る含み損益は以下のとおりです。

うち益 うち損 うち益 うち損

満 期 保 有 目 的 の 債 券 869 △0 0 1 553 △0 0 0

子会社・関連会社株式 10 - - - 10 - - -

12,142

10,680

-

15

3,328

3,606

-

51,355

3

72,648

2,745

7,505

65

51,152

760

9,150

平成19年9月末

16

3,355

4,107

20,241

259

5

934

942

11,176

平成20年3月末

25.54

0.66

0.00

19,532

510

4

平成20年9月末 残高構成比

21,154

521

3,093

6,444

-

0.25

8.42

742

807

4.71

0.74

14,037

14.26

194

3,375

3,608

568

10,908

-

65.11

4.41

16.53

100.00

62

0.97

1.05

4.04

49,791

3,330

6,849

837

(単位：百万円)

平成20年3月末 平成20年9月末

12,858

12,621

76,632

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

12,642

76,470

18.35

評価差額 時　価 評価差額

　　1.　平成20年9月末の「評価差額」および「含み損益」は、平成20年9月末時点の帳簿価額と時価との差額

　　　 (注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

(注)　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

(単位：百万円、％)

平成20年3月末 平成20年9月末

帳簿価額 含み損益 帳簿価額 含み損益

(単位：百万円)

時　価
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金融再生法ベースの債務者区分による開示(単体)

平成20年3月末 10,048 8,802 6,682 2,119 87.59 62.96

平成20年9月末 10,133 8,951 6,762 2,189 88.33 64.94

平成20年3月末 5,115 5,115 4,558 557 100.00 100.00

平成20年9月末 5,652 5,652 4,937 714 100.00 100.00

平成20年3月末 3,646 2,740 1,406 1,333 75.14 59.53

平成20年9月末 3,172 2,328 1,085 1,242 73.38 59.53

平成20年3月末 1,286 946 717 228 73.54 40.17

平成20年9月末 1,308 971 738 232 74.22 40.80

平成20年3月末

平成20年9月末

平成20年3月末

平成20年9月末

単体自己資本比率(国内基準)

　自己資本比率は、経営の健全性を判断する重要な指標の一つで
あり、自己資本額が総資産に対し、どの程度の割合であるかを示
したもので、その割合が高いほど健全性が高いといえます。自己
資本比率は、海外に営業拠点を有しない金融機関は国内基準4%を
採用しております。
　当金庫の自己資本比率は、内部留保の着実な蓄積と、堅実な経
営により11.59%程度と高い水準にあり、健全性、安全性にはいさ
さかの懸念もありません。

  ※債務者区分との関係

      この場合、債務者区分が下方に変更になった場合を対象とし、債務者に対する債権額を新たに加算、

　　　(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

1.　　平成20年9月末の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」および「危険債権」の金額は、同年3月末
    時点における債務者区分 (※) 残高を前提とし、同年3月末から9月末までに倒産、不渡り等の客観的な
    事実ならびに債務者区分の引下げ等があった債務者について、当庫の定める自己査定基準に基づき債務
    者区分の見直しを行い、債務者区分の変更と認められる額を反映しております。

    または「危険債権」を減額し、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」を加算しております。

(注) 上記の平成20年9月末の計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則 」第4条に
　　規定する各債権のカテゴリーにより分類しておりますが、集計方法については以下の点につき、年度末
　　に開示する計数とは異なるため、計数は連続しておりません。

保全額
(Ｂ)

担保・保証等
による回収
見込額(Ｃ)

貸 　倒
引当金

(Ｄ)

金融再生法上の不良債権

開示残高
(Ａ)

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

危　険　債　権

要 管 理 債 権

正　 常 　債　 権
66,967

66,792

(単位：百万円、％)

保全率
(Ｂ)/(Ａ)

引当率
(Ｄ)/(Ａ-Ｃ)

      破産更生債権及びこれらに準ずる債権(実質破綻先、破綻先の債権)、危険債権(破綻懸念先)、要管理

合　　　　　　計
77,015

76,925

平成20年3月末(実績) 平成20年9月末

　　債権（要注意先のうち、利払いが3ヶ月以上延滞しているか、又は貸出条件を緩和している債権）

    月末の間に正常先,要注意先の債務者に対する債権のうち、①新たに3ヶ月以上延滞となった債権、②新
2.　　平成20年9月末の「要管理債権」の金額は、同年3月末時点における残高を前提とし,同年3月末から9

  平成20年3月末  平成20年9月末

    たに貸出条件を緩和したことを確認している債権を加算し、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」

    ております。
      また、平成20年9月末については、同年3月末時点の自己査定金額について、半期中の増減額を勘案し

　(注)平成20年9月末、11.59%程度の表示は、償却等を簡易査定処理しているためであります。

単体自己資本比率 11.15% 11.59%程度

    および「危険債権」に変更になった金額を減算しております。

 
11.15% 11.59％程度

国内基準4％以上

- 4 -



（注）

【 バーゼルⅡ　（新自己資本比率規制）　による開示について 】

　 [単体自己資本比率] 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

いて、情報開示いたします。

そのうちの第３の柱において、開示の充実を通じて市場規律の実効性を高めることと

されており、自己資本比率とその内訳、各リスクのリスク量等、定量的な開示事項につ

項　　　　　　　　　目 平成20年３月末 平成20年９月末

当金庫の自己資本の充実の状況等について

バーゼルⅡとは、2004年 ６月にバーゼル銀行監督委員会から最終案が公表された金

融機関の新しい自己資本比率規制のことです。バーゼルⅡは、①第1の柱（最低所要自

己資本比率）②第2の柱（金融機関の自己管理と監督上の検証）③第3の柱（市場規律）

の3本の柱で構成されており、平成19年3月期から適用となっております。

定量的な開示事項

　自己資本構成に関する事項

（ 自 己 資 本 ）
出 資 金 545 544

そ の 他 資 本 剰 余 金 - -

優 先 出 資 申 込 証 拠 金 - -
資 本 準 備 金 - -

次 期 繰 越 金 19 312

利 益 準 備 金 545 545
特 別 積 立 金 5,400 5,400

そ の 他 有 価 証 券 の 評 価 差 損 （ △ ） - -

そ の 他 - -
処 分 未 済 持 分 ( △ ) - -

補 完 的 項 目 不 算 入 額 （ △ ） 226 209

基 本 的 項 目 （ A ） 6,510 6,802
一 般 貸 倒 引 当 金 613 597

控 除 項 目 不 算 入 額 （ △ ） - -

補 完 的 項 目 （ B ） 386 387
自 己 資 本 総 額 【 （ A ） + （ B ） 】 （ C ） 6,896 7,189

資 産 （ オ ン ・ バ ラ ン ス 項 目 ） 57,076 57,251

控 除 項 目 計 （ D ） - -
自 己 資 本 額 【 （ C ） - （ D ） 】 （ E ） 6,896 7,189

オ フ ・ バ ラ ン ス 取 引 項 目 235 248
オペレーショナル・リスク相当額を8％で除して得た額 4,513 4,513

単 体 自 己 資 本 比 率 （ E/F ） 11.15% 11.59%

1. 自 己 資 本 は 、 主 に 基 本 的 項 目 （ Tier1 ） と 補 完 的 項 目 （ Tier2 ） で 構 成 さ れ て い ま す 。 平 成 20 年 ９ 月 末 の 自 己 資

リ ス ク ・ ア ッ セ ト 等 計 （ F ） 61,824 62,012
単 体 Tier １ 比 率 （ A/F ） 10.53% 10.96%

　　　の基準」（平成１８年度金融庁告示第21号）に定められた算式に基づき算出しております。

本額のうち、当金庫が積み立てている以外のものは、基本的項目では地域のお客様から お預 りし てい る出 資金

　　　が 該 当 し ま す。

2. 自 己 資 本 比 率 は 、 「 信 用 金 庫 法 第 89 条 第 1 項 に お い て 準 用 す る 銀 行 法 第 14 条 の 2 の 規 定 に 基 づ き 、 信 用 金

庫及び信用金庫連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当かどうかを判断するため
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自己資本の充実度に関する事項

イ．

①

②

③ 複数の資産を裏付とする資産（所謂ファンド）

ロ．

ハ．

(注)

所要自己資本の額＝リスク・アセット×4％

「エクスポージャー」とは、資産(派生商品取引によるものを除く)並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額です。

「３ヶ月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3ヶ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び

「ソブリン向け」、「金融機関及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」においてリスク・ウェイトが150％になったエクスポー

オペレーショナル・リスクは、当金庫は基礎的手法を採用しております。

＜オペレーショナル・リスク(基礎的手法)の算定方法＞

　

単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×4％

-

-

-

180

-

2,472 62,012 2,480

- -

180 4,513

-

-

信 用 保 証 協 会 等 に よ る 保 証 付

株式会社産業再生機構による保証付

出 資 等

中 小 企 業 等 向 け 及 び 個 人 向 け

抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン

不 動 産 取 得 等 事 業 向 け

３ ヶ 月 以 上 延 滞 等

オ ペ レ ー シ ョ ナ ル ・ リ ス ク

単 体 総 所 要 自 己 資 本 額 ( イ ＋ ロ )

-

-

-

-

6,852

61,824

-

取 立 未 済 手 形

5.

所要自己資本

2,299

-

-

-

-

-

-

4,513

- -

- -

リスク・アセット

-

-

-

-

57,499

2,292 57,499 2,299

(単位：百万円)

1.

2.

3.

平成20年3月末 平成20年9月末

-

- -

-

4.

粗利益(直近3年間のうち正の値の合計額)　　×　15％
直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数

÷8％

リスク・アセット 所要自己資本

57,311 2,292

57,311信用リスク・アセット・所要自己資本の額合計

現 金

我が国の中央政府及び中央銀行向け

外国の中央政府及び中央銀行向け

国 際 決 済 銀 行 等 向 け

我 が 国 の 地 方 公 共 団 体 向 け

外国の中央政府以外の公共部門向け

国 際 開 発 銀 行 向 け

我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け

標準的手法が適用されるポートフォリオ

ごとのエクスポージャー

-

3,313

1,312

428

8,095

3

516

-

-

地 方 三 公 社 向 け

金融機関及び第一種金融商品取引業者向け

法 人 等 向 け

証 券 化 （ オ リ ジ ネ ー タ ー ）

証 券 化 （ オ リ ジ ネ ー タ ー 以 外 ）

証 券 化 エ ク ス ポ ー ジ ャ ー

28,556

上 記 以 外

193

8,038

のうち、個々の資産の把握が困難な資産

3

- -

- -

--

-

-

-

-

274

1,142

132

52

17

-

- -

491 19

195 7

7,876 315

- -

- -

- -

7,636 305

ジャーのことです。

0

27,825 1,113

3,424 136

1,313 52

403 16

8,329 333

- - -

323

0

20

7

321
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信用リスクに関する事項　（証券化エクスポージャーを除く）

信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高

＜業種別及び残存期間別＞

信用リスク・エクスポージャー期末残高

業種区分 取引

期間区分

(注) 1.

2.

3.

エクスポージャーです。具体的には、未収利息、仮払金が含まれます。

(単位：百万円)

エクスポージャー

区分 貸 出 金 、 コ ミ ッ ト

債　　券 デリバティブ取引
3ヶ月以上延滞

エクスポージャー

メ ン ト 及 び そ の 他

20年3月末 20年9月末

の デ リ バ テ ィ ブ 以

外 の オ フ ・ バ ラ ン ス

20年3月末 20年9月末 20年3月末 20年9月末20年3月末 20年9月末 20年3月末 20年9月末

510

製 造 業 21,157 19,534 21,157 19,534

農 業 521 510 521 - - - - 17 26

- - - 1,110 1,290-

漁 業 760 742 760 742

林 業 3 4 3 4

- - -

-

- 201 201

- - - - -

11,054

鉱 業 838 807 838 807

建 設 業 10,801 11,054 10,801 - - - - 2,289 2,370

- - - 83 155-

情 報 通 信 業 15 194 15 194

電気・ガス・熱供給・水道業等 - - - -

- - -

-

- - -

- - - - -

3,763

運 輸 業 3,334 3,379 3,334 3,379

卸売業、小売業 3,657 3,763 3,657 - - - - 1,208 1,150

- - - 146 146-

不 動 産 業 3,330 3,093 3,330 3,093

金 融 ・ 保 険 業 2,891 3,676 62 568

- - -

2,829

- 221 2

3,108 - - - -

14,037

各 種 サ ー ビ ス 6,929 6,444 6,929 6,444

国・地方公共団体等 16,729 17,410 12,858 3,871 3,373 - - - -

- - - 2,558 2,555-

そ の 他 115 143 115 143

個 人 12,623 12,644 12,623 12,644

- - -

-

85

- - - 457 446

- - 8,351

- 56

8,431業 種 別 合 計 83,716 83,408 77,015 76,926 6,700 6,482

7,389

1 年 以 下 20,630 18,517 19,207 17,046

1 年 超 3 年 以 下 10,083 9,824 7,556 2,527 2,435 - -

1,471 - -1,423

5 年 超 7 年 以 下 7,190 7,786 6,737 7,372

3 年 超 5 年 以 下 4,790 4,442 2,924 2,689

453 414 -

1,866

-

1,753 - -

10 年 超 33,723 34,363 33,723

7年超10年以下 7,296 8,470 6,866 8,064 430

- -

406 - -

34,363 - -

      ※  当金庫は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。

-

残 存 期 間 別 合 計 83,716 83,408 77,015 76,926 6,700 6,482 -

- - - -期間の定めのないもの - - -

オフ・バランス取引は、デリバティブ取引を除く。

「3ヶ月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3ヶ月以上延滞しているエクスポージャーのことです。

上記の「その他」は、裏付けとなる個々の資産の全部又は一部を把握することが困難な投資信託等および業種区分に分類することが困難な

-
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業種別の個別貸倒引当金等及び貸出金償却の残高等

※当金庫は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地区別」の区分は省略しております。

リスク・ウエイトの区分ごとのエクスポージャーの額等

(注) 1.　格付は適格格付機関が付与しているものに限ります。
2.　エクスポージャーは信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。

350% - - -

42,284 49 37,452
150% 0 7,133 0 7,254
100% 51

合　　　　　　　　　　計
- - --自己資本控除

-

123,525 74,656

製 造 業
農 業
林 業
漁 業
鉱 業

合 計

不 動 産 業
各 種 サ ー ビ ス
国・ 地方公共団体等

建 設 業

個 人

情 報 通 信 業
運 輸 業
卸 売 ・ 小 売 業
金 融 ・ 保 険 業

電気・ガス・水道業等

告示で定めるリスク・ウエイト区分(％)
格付有り

1,956

格付無し

1,890 958

格付有り

153 153

193 254 7

-

格付無し
平成20年3月末

-

平成20年9月末
エ ク ス ポ ー ジ ャ ー の 額

156

3 -

(単位：百万円)

-

-
-

-

- - 4

10%
24,053 --

-

105 105

14,046
5,164

0%

693

20%
35%
50%
75%

-
3,842

-
14

6,272 695 6,385

- 4,916
33,828 - -
3,847 13

181 - -

(単位：百万円)

貸　出　金　償　却
個別貸倒引当金
期　末　残　高

20年3月末 20年9月末 20年3月末

-

20年9月末

- - -
- - -

13 13

609

673 679

142 140

- -

-

-
-

4
- -

- - -
- -

- -

459
- -

-

-

608

- -

-

-

-

323 -
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信用リスク削減手法に関する事項
信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー

信用リスク削減手法が適用

されたエクスポージャー

（注） 1.　　当金庫は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。

銀行勘定における出資等または株式等エクスポージャーに関する事項
　
　標記エクスポージャーは、出資、株式等が該当しますが、上場株式等につきましては定期的に時価評価
を行い、その他につきましても財務諸表等により定期的に資産査定を実施するなど、適切なリスク管理に努
めております。当金庫の出資等エクスポージャーの詳細は、下記表のとおりでございます。

出資等エクスポージャーの貸借対照表計上額等

子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額等

(注)　1.　当金庫子会社株式に時価はございませんので、貸借対照表計上額を時価として記載しております。

銀行勘定における金利リスクに関する事項

貸出金 定期性預金

有価証券等 要求払預金

預け金 その他

コールローン等 調達勘定合計

その他

運用勘定合計

(注)　1.　銀行勘定における金利リスクは、金融機関の保有する資産・負債のうち、市場金利に影響を受けるもの(例えば、貸出金、
　　　　　有価証券、預金等）が、金利ショックにより発生するリスク量を見るものです。

銀行勘定の金利リスク

適格金融資産担保 保　　　　証

③ 法 人 等 向 け
② 金 融 機 関 向 け
① ソ ブ リ ン 向 け

20年9月末

178
1,146

-

運　用　勘　定

-
⑦ ３ ヶ 月 以 上 延 滞 等 0-

971

調　達　勘　定

上  場  株  式

非上場株式等

0 76

1,580
-
-

255

-

クレジット・デリバティブ

-
⑥ 不動産取得等事業向け

⑤ 抵当権付住宅ローン
④ 中小企業等・個人向け 902

-
697 751 -

974 983 890 879

11 177
-

20年3月末 20年9月末 20年3月末 20年3月末 20年9月末

- -

- -

71

- - -
- - - - -

114 - -
-
-

- - - - -

平成20年3月末

平成20年9月末

0
(償却原価)

0 0

うち損

- -

- 14 13 -

取得原価 貸借対照 評　　　　価　　　　差　　　　額

22 74 51 52

0

51 0

-

- -

50

表計上額 うち益

-

計　上　額

205

合　　　　　計

平成20年3月末

平成20年9月末

平成20年3月末

平成20年9月末

22 73

(単位：百万円)

(単位：百万円)

貸借対照

貸借対照表

その他有価証券で時価のあるもの
その他有価証券で
時価の無いもの等

204
205
204

-

区　　　　　　分

(単位：百万円)

22 74 51 52 0

表計上額 うち益

区　　　　　　　分

-
-

22 73 50 51

- -
-

10 10 -
--

うち損
時　　価

差　　　　額

- -

- - -
10 10 -

10 10 -

- - -
10 10 -

子会社・子法人等株式

関 連 法 人 等 株 式

合　　　　　計

平成20年3月末

平成20年9月末

平成20年3月末

平成20年9月末

平成20年3月末

平成20年9月末

区　　　　分
平成20年3月 平成20年9月

金利リスク量
区　　　　分

金利リスク量

平成20年3月 平成20年9月

963
192
228

-
-

1,383

1,537

1,175
328

-
1,503

1,207
329

-

(単位：百万円）

-

-

-

-
-
-
-
-
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・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

た資産金額。

利益剰余金などから構成される。

バーゼルⅡ用語集

 般的な解説を行いました。
バーゼルⅡではさまざまな用語が使用され、理解が難しいため、主要な用語について、一

【自己資本関係】

単体自己資本比率

単体自己資本の額÷リスク・アセットの総額（信用リスク、オペレーショナル・リスクの各リスク・ア

セットの総額）。

Tier　1　（基本的項目）

基本的項目の額÷リスク・アセットの総額（信用リスク、オペレーショナル・リスクの各リスク・

アセットの総額）。

リスク・アセット

自己資本比率規制の中で使われる概念。自己資本の中の基本的項目であり、出資金・資本剰余金・

リスクを有する資産（貸出金や有価証券など）を、リスクの大きさに応じて掛目を乗じ、再評価し

Tier　2　（補完的項目）

自己資本比率規制の中で使われる概念。自己資本の中の補完的項目であり、一般貸倒引当金・土

地再評価差額金の45％相当額・負債性資本調達手段などから構成される。

Tier　1　比率

エクスポージャー

リスクに晒されている資産のことを指しており、具体的には貸出金、外国為替取引、デリバティブ

ソブリン

各国の政府や政府機関が発行する債券の総称をソブリン債権という。その国で発行されている有価

取引などの与信取引と有価証券などの投資資産が該当。

証券の中では一番信用度が高い債券とされるもので、具体的には、中央政府、中央銀行、地方公共

所要自己資本額

各々のリスク・アセット×4％（自己資本比率規制における国内基準）。

ム・リスク、風説の流布や誹謗中傷などにより企業イメージを毀損する風評リスク、裁判等によ

抵当権付住宅ローン

バーゼルⅡにおいては、住宅ローンの中で、代表的なものとして、抵当権が第1順位かつ担保評

価額が十分に満たされているものを指す。

不動産取得等事業者

不動産の取得又は運用を目的とした事業者。

総所要自己資本額

団体、政府関係機関、その他中央政府以外の公共部門などを指す。

り賠償責任を負うなどの法務リスク、その他人材の流失や事故などにより人材を逸失する人的リ

スクなどが含まれる。

リ ス ク ・ ア セ ッ ト の 総 額 （ 信 用 リ ス ク 、 オ ペ レ ー シ ョ ナ ル ・ リ ス ク の 各 リ ス ク ・ ア セ ッ ト の 総 額 ）

×4％（自己資本比率規制における国内基準）。

オペレーショナル・リスク

金庫の業務上における不適切な処理等で生じる事象により損失を受けるリスクのことをいう。具

体的には不適切な事務処理により生じる事務リスク、システムの誤作動等により生じるシステ
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　　5月10日 第１２回　渡島信用金庫理事長杯市町対抗ゲートボール大会開催

　　 森町青葉ケ丘公園の満開の桜を観賞しながら、営業地区内の各店舗を

　 代表するチームにより熱戦が繰り広げられ、瀬棚Aチーム (瀬棚地区）が

　 優勝しました。

    6月3日～ 平成２０年度　第１回地区別総代懇談会

　　　　6月6日 　　 理事長自ら各地区を訪問して、当金庫の現状を報告し、総代を通して

　 会員皆様のご意見、ご要望などを拝聴し、経営に反映しております。

　　6月25日 第９７期　平成１９年度通常総代会

　　 当金庫本店3階大会議室にて、現総代69名中69名 (含む委任状)のご出

 　席を賜り、提出議案のご承認をいただきました。

　　7月12日 第５８回　全道信用金庫野球大会 道南地区大会開催

　　 登別市で開催された今大会は、惜しくも初戦にて敗退しました。

　　7月19日～ オリンピック開催地北京と悠久の世界遺産・中国の旅

　　　　7月26日

　　4年ごとにオリンピック開催国への旅を企画しており、今回の中国の旅

　　8月30日 第１３回　渡島信用金庫杯争奪市町対抗ゴルフ大会開催

　　 第13回大会となる今大会は、各地区予選を勝ち抜いた選手により、熱

　 戦が繰り広げられ、団体戦は、五稜郭チームが優勝しました。

　　9月26日 秋の交通安全運動街頭キャンペーン

　　 森警察署の協力により、本店前の道道にて役職員が、ドライバーに安

　 全運転を呼びかけました。

■　トピックス　( 平成20年４月から９月まで )　■

　は、心に残る感動の旅でした。

「おしまから北京へ」

　　次回は、2012年「おしまからロンドンへ」を企画しております。
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営業地区・店舗のご案内

　(平成20年9月末現在)

① ◎ 本 店 茅 部 郡 森 町 字 御 幸 町 115 電　話 (01374) 2 -2024

② 砂 原 支 店 茅 部 郡 森 町 字 砂 原 1 丁 目 12-1 電　話 (01374) 8 -3232

③ 鹿 部 支 店 茅 部 郡 鹿 部 町 字 鹿 部 80-3 電　話 (01372) 7 -2334

④ 南 茅 部 支 店 函 館 市 川 汲 町 44-1 電　話 (0138) 25 -3450

⑤ 大 野 支 店 北 斗 市 本 町 179-4 電　話 (0138) 77 -8111

⑥ ◎ 八 雲 支 店 二 海 郡 八 雲 町 本 町 209 電　話  (0137) 62 -2158

⑦ 北 桧 山 支 店 久遠郡せたな町北檜山区北檜山421 電　話 (0137) 84 -5014

⑧ 久 遠 支 店 久 遠 郡 せ た な 町 大 成 区 本 陣 50-1 電　話 (01398) 4 -5666

⑨ 今 金 支 店 瀬 棚 郡 今 金 町 字 今 金 62 電　話 (0137) 82 -0352

⑩ 瀬 棚 支 店 久 遠 郡 せ た な 町 瀬 棚 区 本 町 719 電　話 (0137) 87 -3014

⑪ ◎ 函 館 支 店 函 館 市 松 風 町 5 番 9 号 電　話 (0138) 23 -7191

⑫ 五 稜 郭 支 店 函 館 市 本 町 8 番 15 号 電　話 (0138) 53 -9111

⑬ ◎ 亀 田 支 店 函 館 市 美 原 4 丁 目 18-31 電　話 (0138) 46 -3391

⑭ 上 磯 支 店 北 斗 市 久 根 別 2 丁 目 10-10 電　話 (0138) 73 -8600

⑮ ◎ 赤 松 街 道 支 店 亀 田 郡 七 飯 町 大 川 3 丁 目 2-10 電　話 (0138) 66 -5111

※◎店舗は営業時間午前９時から午後６時までとなっております。

店舗の ご案内
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地域貢献商品

① ほたて耳づり資金・ほたて漁業経営安定資金　「春一番」

　　 地場産業である、噴火湾ほたて養殖漁業者の方を対象に、ほたて耳づり等に係わる人件費、

　 資材代金等の支払資金、ほたて養殖漁業に係わる設備資金など、経済活性化対策として支援

　 しております。

② 住宅ローン 「活」

　　 最優遇金利　1.95％（返済期間5年、変動金利）、40年以内の返済期間、5年間の元金据置

　 を可能とし、通常の住宅ローンの他、他金融機関住宅ローン借換、消費財資金等も一緒にご

　 利用いただけるなど、地域経済活性化のための商品をご提供しております。

（平成20年9月末現在）

③ 「お困りの方どうぞローン」

　　 自己破産等が増加している今日、各種消費資金、クレジット、消費者金融、個人借入など

　 の負債整理資金にもご利用いただけます。融資金額 5百万円以内、返済期間10年以内で、毎

 　月の返済額の軽減化を図り、健全で安定した生活基盤を確立することにより、消費者金融に

　 関する社会問題解決の一助として地域社会に貢献しております。

④ ベンチャー企業支援資金「ＫＩＴＡＩ」（期待）

　　 当金庫営業区域内で新たに創業を計画している事業者で、地域経済への貢献が認められる

　 個人、法人を対象に、ベンチャー企業の育成を支援する融資商品「KITAI」を平成15年6月よ

 　り発売いたしました。

⑤ 事業活性化支援資金 「楽ちん」

　　 中小零細企業を取り巻く環境が厳しい中、地域経済の活性化をはかるための融資商品で、

　 他金融機関借入の借換等、借入の見直しを行うことで資金繰りの安定化をはかり、健全経営

　 に資することを目的に平成16年1月より発売いたしました。
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商　品　一　覧

【　融　資　商　品　】

【　年　金　・　預　金　商　品　】

お困りの方どうぞロー 楽ちん 住宅ローン「活」 ＫＩＴＡＩ

おしんマイカーローン おしん多目的ローン おしん学費ローン カードローン

年金自動受取り 続おしん感謝預金 ＫＥＮＺＥＮ
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“地域へ感動を”そして未来へ

渡 島 信 用 金 庫


